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処理⽔放出を評価、中国対応は「暴挙」 駐⽇⽶⼤使寄稿
ラーム・エマニュエル⽒

⽶国のラーム・エマニュエル駐⽇⼤使が31⽇の福島県相⾺市への訪問に合わせ、⽇本
経済新聞に寄稿した。東京電⼒福島第1原⼦⼒発電所の処理⽔放出を巡り、⽇本産⽔産
物の輸⼊停⽌などに踏み切った中国の姿勢を批判した。

今から12年前の2011年3⽉11⽇、世界中が東京電⼒福島第1原⼦⼒発電所の事故に衝撃を受
け、その推移を⾒守った。⾃然の⼒が幾つも重なり、東北地⽅、特に福島県相⾺市に⼤きな
被害をもたらし、津波だけで400⼈超の住⺠が犠牲となった。

震災後の相⾺市は多くの被災地と同様に、地域社会の基盤を再建し、市⺠⽣活に活気を取り
戻すという困難な作業に直⾯した。経済的な影響も⼤きく、市⺠、⽔産業者、農業従事者は
復興に向けて数々の難題に取り組んだ。

私の東北地⽅再訪は、外交任務であると同時に、相⾺市の復興する⼒について理解を深める
という個⼈的な⽬的のためでもある。しかし、中国が⽇本に対して根拠のない政治的・経済
的活動を⾏っている現在の状況において、今回の訪問には中国が近ごろ⾏っている経済的威
圧に⽇本と共に⽴ち向かうという新たな⽬的が加わった。
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私は⾃分の⽬で復興の状況を確認し、⽇本政府が国⺠の安全と幸せを守るために講じてきた
対策について住⺠から直に話を聞きたい。私が⼝にする海産物、住⺠の⽅々との会話、そし
て彼らから聞く話には、⽇本⼈が困難に⽴ち向かう際に⾒せる献⾝、意志の強さ、尊厳が反
映されているに違いない。

このような⼤惨事の後だから、⾃⼰中⼼的に⾏動し、欺瞞（ぎまん）に満ちた秘密主義を貫
くこともできたであろう。しかし、⽇本はより責任ある道を選んだのだ。10年後の処理⽔放
出計画においては、科学、情報公開、真の国際市⺠であることに対する揺るぎない責任を明
確に⽰した。

その⼀環として、国際原⼦⼒機関(IAEA)を招き、共同で作業を⾏った。そして、IAEAのチー
ムは原⼦⼒の安全要素を審査し、放射線レベルを評価し、加盟国や⼀般市⺠に対して⽇々情
報を提供した。これらは事故後12年間続いたのである。

IAEAのグロッシ事務局⻑は、報告書の序⽂においてこう述べている。「IAEAは総合的な評
価に基づき、多核種除去設備（ALPS）処理⽔放出に対する⽇本のアプローチと活動は、関連
する国際安全基準に合致すると結論づけた」

IAEAが世界保健機関(WHO)をはじめとする国際機関8団体と共同で実施した安全審査によ
り、福島第1原発に保管されている処理⽔の放出計画はIAEAの安全基準を満たしているとい
う結論に⾄った。特別委員会がおよそ2年をかけて作成したIAEAの報告書では、処理⽔によ
る地域社会や海洋環境に対する放射線の影響は極めて低いとしている。

⽇本はこのプロセスの調査において、IAEAとインド太平洋諸国から派遣された専⾨家を好意
的に受け⼊れ、⼀貫してオープンに対応してきた。⼀⽅で中国は、偽情報活動を率先して⾏
い、経済的威圧を介して政治的利益を追求してきた。⽇本産⽔産物の輸⼊を全⾯的に停⽌す
るという先ごろの決定、そして⽇本を孤⽴させようと他国に働きかける裏⼯作は、どう⾒て
もとんでもない暴挙だ。

福島処理⽔に関する⽇本の細やかな対応と、⿃インフルエンザ、重症急性呼吸器症候群
（SARS）、新型コロナウイルスなど、⾃国を起源とする公衆衛⽣問題で中国がとってきた対
応の間には明確な違いがあり、そこからいくつかの教訓が得られる。もし中国が、⽇本が福
島処理⽔問題で⽰してきたデューデリジェンス、オープンな対応、国際協調をほんのわずか
でも実践していたら、世界の健康情勢と救われた命の数は⼤きく異なっていただろうと考え
ざるを得ない。

だが、中国の対応は以前と同じように、透明性、説明責任、そして国際社会との時宜を得た
情報共有を⽋いている。このことは、リアルタイムでの効果的対応を妨げただけでなく、無
数の命が失われるという結果を招いたのだ。



中国はそもそも、同じような科学的精査を受け⼊れたことがない。中国は少なくとも4基の原
発からトリチウムを定期的に放出し、おのおのの排出濃度は福島第1原発から現在放出されて
いる処理⽔の5倍以上である。放出にあたって、国際的な科学調査は⾏われておらず、協議や
通知もなされていない。特に、⽇本がIAEAと共に⾏った作業と⽐較した場合、科学的厳格さ
が⽋けていることは明らかだ。

中国の環境への無責任な対応は国境を越えている。中国は、海洋資源の持続可能性を傷つけ
る世界最悪の違反者だ。アフリカから南⽶、太平洋諸島から南シナ海に⾄るまで、中国の違
法な漁船団が世界の漁業資源を枯渇させている。そして、他国の⾷料安全保障を弱体化さ
せ、⽣態系を⼤きく破壊しているのだ。

フィリピンの事例は、中国が責任ある国際市⺠でないことを痛烈に⽰している。南シナ海で
違法な活動をしているとしてフィリピンが中国を提訴した際、オランダ・ハーグの仲裁裁判
所は、中国は環境破壊を含む多くのことに責任があるという判断を下した。サンゴ礁の損傷
は宇宙からも確認できる。福島処理⽔の対応でIAEAのような国際機関とオープンな形で対応
し、協⼒してきた⽇本とは対照的だ。

道義に基づいた⽇本の姿勢は、あらゆる国に対する教訓となる。特に、政治的点数を稼ぐこ
とが科学的正確性や世界の健康よりも重視される中国にとってはそうだ。複雑な地政学的課
題を切り抜けていく中では、このような⾏動を科学、オープンな姿勢、責任ある振る舞いに
基づいて判断することが不可⽋である。

福島原発事故における⽇本の対応は、国際社会が求める最⾼基準の模範を⽰している。福島
では、新鮮な海の幸を堪能し、お⼟産を買うことを⼼待ちにしている。そして何よりも、お
いしい桃が楽しみだ。他国を犠牲にして成り⽴つ中国の⼀貫した無謀な⾏動とは対照的に、
良き市⺠としての⽇本が注⽬を集めることを望んでいる。

本サービスに関する知的財産権その他⼀切の権利は、⽇本経済新聞社またはその情報提供者に帰属します。また、本サービス
に掲載の記事・写真等の無断複製・転載を禁じます。

Nikkei Inc. No reproduction without permission.


